様式第4号(第7条関係)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
定 住 促 進 住 宅 賃 貸 借 契 約 書
 (１)　物件の表示
	住宅名
	島出　定住促進住宅　　　号棟　　　号

	所在地
	羽咋市島出町上２番地３５

	構造
	鉄筋コンクリート造陸屋根５階建
	種        類
	共同住宅

	間取り(床面積)
	３ＤＫ（62.21㎡　ﾊﾞﾙｺﾆｰ含む）
	建   築   年
	昭和６０年

	設　　　  　備
	トイレ
	有（水洗）
	浴室
	有

	
	給湯設備
	有（浴室）
	ガスコンロ
	無

	
	冷暖房設備
	無
	使用可能電気容量
	(３０)アンペア

	
	ガス
	有（ＬＰＧ）
	上水道
	有

	
	下水道
	有（公共）
	
	

	附属設備
	駐車場
	有
	自転車置場
	有

	
	
	
	
	

	(２)　契約期間

	始期
	　平成　２４　年　　　月　　　日から

	終期
	平成　２６　年　３　月　３１日まで

	(契約終了の通知をすべき期間　平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日まで)

	(３)　家賃等

	家賃
	月額　３０，０００　円

	支払い方法
	 口座振替

	敷金
	家賃の２か月相当分　６０，０００　円

	その他
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	(４)　貸主

	貸主
	羽咋市

	(５)　借主

	入居者
	続　柄
	氏　　　　　名
	生　　年　　月　　日

	
	申込者
	
	　

	
	 MERGEFIELD "続柄1" 
	　 MERGEFIELD "氏名1" 
	　 MERGEFIELD "生年月日1" 

	
	 MERGEFIELD "続柄2" 
	　 MERGEFIELD "氏名2" 
	　 MERGEFIELD "生年月日2" 

	
	 MERGEFIELD "続柄3" 
	　 MERGEFIELD "氏名3" 
	　 MERGEFIELD "生年月日3" 

	
	 MERGEFIELD "続柄4" 
	　 MERGEFIELD "氏名4" 
	　 MERGEFIELD "生年月日4" 

	
	 MERGEFIELD "続柄5" 
	　 MERGEFIELD "氏名5" 
	　 MERGEFIELD "生年月日5" 

	緊急時の連絡先
	住所
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	借主との関係
	


(契約の締結)

第１条　貸主　羽咋市　(以下「甲」という。)と借主　　　　　　　　(以下「乙」という。)は、頭書(１)に表示する建物(以下「本物件」という。)について、以下の条項により借地借家法(以下「法」という。)第３８条に規定する定期建物賃貸借契約(以下「本契約」という。)を締結する。
第２条　契約期間は、頭書(２)に記載するとおりとする。
２　本契約は、前項に規定する期間の満了により終了し、更新しないものとする。ただし、甲及び乙は、協議の上、本契約の期間の満了の日の翌日を始期とする新たな賃貸借契約(以下「再契約」という。)をすることができる。
３　甲は、第1項に規定する期間の満了日の１年前から６か月前までの間(以下「通知期間」という。)に乙に対し、期間の満了により賃貸借が終了する旨を書面によつて通知するものとする。
４　甲は、前項に規定する通知をしなければ、賃貸借の終了を乙に主張することができず、乙は、第１項に規定する期間の満了後においても本物件を引き続き賃借することができる。ただし、甲が通知期間の経過後乙に対し期間の満了により賃貸借が終了する旨の通知をした場合においては、その通知の日から６か月を経過した日に賃貸借は終了する。
(使用目的)

第３条　乙は、居住以外の目的で本物件を使用してはならない。
　(家賃)

第４条　乙は、頭書(３)の記載に従い、家賃を甲に支払わなければならない。
２　１か月に満たない期間の家賃は、日割計算した額とする。この場合において、その額に100円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。
３　乙は、毎月末日(月の途中で明け渡した場合は当該明け渡した日)までに、その月分の家賃を現金又は口座振替により支払うものとする。
４　次の各号に該当すると甲で認めた場合には、甲は家賃を改定することができる。
(1)　物価の変動に伴い、家賃を変更する必要がある場合
(2)　定住促進住宅相互間における家賃の均衡上必要がある場合
(3)　甲が、本物件の改良を施し、家賃を変更する必要がある場合
(4)　その他甲が特に必要があると認めた場合
（延滞損害金）
第５条　乙は、前条第３項の規定により指定された期限までに家賃を納付しないときは、納付すべき金額に対し、年14.6パーセント(１か月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント)の割合による延滞金額を支払わなければならない。ただし、甲がやむを得ない事由があると認めた場合においては、この限りではない。
(敷金)
第６条　乙は、本契約から生じる債務の担保として頭書(３)に記載する敷金を甲に預け入れるものとする。
２　甲は、乙が本物件を明け渡すときは、遅滞なく敷金の全額を還付するものとする。ただし、未納の家賃又は損害賠償金があるときは、当該敷金から差し引くことができる。
３　敷金の還付に際しては、利子を付けないものとする。
(乙の費用負担)
第７条　次に掲げる費用は、乙の負担とする。
(1)　ふすま及び障子の張替え、畳の表替え、破損ガラスの取替え等の軽微な修繕に要する費用
(2)　電気、ガス、給排水施設等の構造上重要でない部分の修繕に要する費用
(3)　電気、ガス、水道及び下水道の使用料
(4)　汚物及びじんかいの処理に要する費用
(5)　前各号のほか本物件及び共同施設の管理に要する費用のうち、甲が必要と認める費用
２　前項の規定にかかわらず、乙の責めに帰すべき事由によって修繕の必要が生じたときは、甲の指示に従い、乙が修繕し又はその費用を負担しなければならない。
(禁止される行為)

第８条　乙は、本物件を他の者に貸し、又はその入居の権利を他の者に譲渡してはならない。
２　乙は、本物件の模様替え、増築又は敷地内に工作物の設置をしてはならない。ただし、原状回復又は撤去が容易である場合において、甲の承認を得たときは、この限りではない。
(乙の保管義務等)
第９条　乙は、本物件の使用について必要な注意を払い、これらを正常な状態において維持しなければならない。
 (迷惑行為等の禁止)
第10条　乙及び同居者は、周辺の環境を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為をしてはならない。
(届出義務)
第11条　乙及び同居者が本物件を引き続き１か月以上使用しないときは、その旨を甲に届出なければならない。
(契約の解除)
第12条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、本契約を解除し、本物件の明渡しを請求することができる。
(1)　乙が不正の行為によって入居したとき、又は入居後に不正の行為を行ったとき。
(2)　乙が家賃を３か月以上滞納したとき。
(3)　乙又は同居者が犯罪行為等により警察の介入を生じる行為をしたとき。
(4)　その他、本契約に規定する乙の義務に違反したとき。
(乙からの契約の解除)

第13条　乙は、甲に対して１か月前までに解約の申入れを行うことにより、本契約を解除することができる。
(明渡し)
第14条　乙は、本契約が終了する日(第２条第４項ただし書の場合は、通知をした日から６か月を経過した日)までに(第12条の規定により契約が解除された場合は速やかに)本物件を明け渡さなければならない。
２　乙は、本物件を明け渡そうとするときは、明渡しの５日前までに甲に届け出て、本物件の保管状況について甲の指定する者の検査を受けなければならない。
３　乙は、前項の検査により、第７条の規定に基づく費用が生じた場合には、その費用を負担するものとする。
４　乙は、第８条第２項の規定による本物件の模様替え又は増築した場合には、第２項の検査のときまでに、入居者の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。
(連帯保証人)
第15条　連帯保証人は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務(甲が第２条第３項に規定する通知をしなかった場合は、同条第１項に規定する期間内のものに限る。)を負担するものとする。
 (立入り)
第16条　甲は、防火、構造の保全その他管理上特に必要があるときは、あらかじめ乙の承諾を得て、甲の指定する者を本物件内に立ち入らせることができる。
２　乙は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定による立入りを拒否することはできない。
３　甲は、火災による延焼の防止その他緊急の必要がある場合は、あらかじめ乙の承諾を得ることなく、甲が指定した者を本物件内に立入らせることができる。ただし、甲は立ち入り後、その旨を入居者に通知しなければならない。
４　第１項の規定により本物件内に立ち入りする者は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
 (協議)

第17条　甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合は、民法その他の法令及び羽咋市定住促進住宅条例並びに羽咋市定住促進住宅施行規則に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。
　
　次の貸主(甲)と借主(乙)は、本物件について上記のとおり賃貸借契約を締結したことを証するため、本契約書2通を作成し、記名押印の上、各自その1通を保有する。
　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　貸主(甲)　　　　　　住　所　　羽咋市旭町ア200番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　羽咋市長　　　　　　　　　印
借主(乙)　　　　　　住　所
　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印
連帯保証人　　　　　住　所
　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印
宅地建物取引事業者　住　所

　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印
添付書類　　１ 連帯保証人の住民票の写し
　　　　　　２ 連帯保証人の印鑑証明書
　　　　　　３ 連帯保証人の収入額を証する書類
